
 

 

  

 

 

 

 

 

視点 

日本経済は、22 年３月に「まん延防止等重点措置」が全国的に解除され、徐々に正常化へ向

かっている。しかし、新型コロナの感染再拡大への懸念、部品の供給制約の長期化、ウクライ

ナ情勢や円安進行等によるインフレ圧力の高まりなど、先行き不透明感は根強い。これらの要

因は、商業集積地、観光地、自動車産業集積地や寒冷地など、各地域の社会・産業構造を反映

して地域経済に著しい影響を及ぼしている。本稿は、コロナ禍で日本に生じた近年の出来事が、

各地域の社会・産業構造を反映して地域経済にどの様な影響を及ぼしてきたのかを考察するこ

とで、先行き不透明感が強い地域経済を展望するための一助となることを目的にしている。 
 

要旨 

 企業の景況感を日銀の業況判断ＤＩでみると、22 年３月調査では新型コロナの感染者数が

高水準であったこともあり、宿泊・飲食サービスや対個人サービスなどの業績低迷が響いた。

北海道、四国、北陸等が低迷した一方、関東甲信越、中国、近畿は比較的堅調であった。 

 生産活動は、21 年通年でみるとコロナ禍の反動に加え、一般機械や半導体関連が堅調で総

じて前年水準を上回った。ただ、コロナ前と比較すると部品不足などで輸送機械の挽回生産

が遅れており、東海、関東、中国等の自動車産業集積地などは回復に時間を要している。 

 地域別の個人消費を１世帯当たりの消費支出のすう勢・循環変動でみると、足元(22 年２月)、

三大都市圏は関東や東海がコロナ前(19 年)比で４～５％、近畿は２％程度少ない水準で推

移している。特に、中国や九州が低迷している一方、沖縄、四国、北海道などは底堅い。 

 ウクライナ情勢や円安進行でインフレ懸念が強まっているが、地域別に予想インフレ率を算

出すると、総じて５％程度に達しており、14 年や 19 年の消費増税時を超えている。先行き、

消費者マインドの悪化や生活防衛意識の強まりで、個人消費が抑制されるおそれがある。 

 地域別に住宅着工のすう勢・循環変動をみると、総じて 21 年は回復に向かったが、足元、

四国、東北、九州・沖縄などが弱含んでいる。設備投資は、半導体関連投資等が堅調である

など、22 年度は総じて堅調な計画が見込まれている。公共投資は、国土強靭化や復旧・復興

工事の一服で、東北、北陸、関東等が弱めの動きになっている。 

 都道府県の産業構造は、“製造業”の集積度と対事業所サービス等の“都市型産業”の集積

度で約 90％説明できる。製造業集積度は滋賀、栃木、静岡等で高く、沖縄、東京、高知等で

低い。都市型産業集積度は東京、大阪、福岡等で高く、高知、宮崎、奈良等で低い。部品の

供給制約は製造業集積度が高い地域、企業マインドは都市型産業集積度が高い地域への影響

が強いと見込まれるなど、産業構造の特徴を反映して地域経済に影響を及ぼす可能性がある。 
 

キーワード 地域経済、生産、観光、人流、消費、物価、予想インフレ率、投資、主成分分析 
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１．問題意識 

日本経済は、新型コロナの新規感染者数の減少やワクチン接種の普及などを背景に、

22 年３月 21 日をもって「まん延防止等重点措置」が全国的に解除され、徐々に正常化

へ向かっている。しかし、景気は緩やかな回復が見込まれるが、新型コロナの感染再拡

大への懸念、半導体不足や物流の停滞などによる部品等の供給制約の長期化、新生活様

式の定着化による外出・移動の構造的な減少など、景気下押しリスクは根強い。また、

２月下旬のロシアのウクライナ侵攻、３月中旬からの円安進行などで原油等の一次産品

などの物価上昇に拍車が掛かっており、世界的なインフレ圧力の台頭を反映した海外で

の金融引締めなども景気の重荷になりかねない。 

近年の日本経済は、19 年 10 月の消費税率の８％から 10％への引上げ、20 年４月以降

の「緊急事態宣言」等の度重なる行動制限、半導体等の部品の供給制約、エネルギー・

食料等の原材料や生活必需品の価格上昇などを背景に、低迷を余儀なくされてきた。こ

のような要因は、都市部の商業集積地や観光地では宿泊・飲食・小売・娯楽等のサービ

ス業、東海・北関東等の自動車産業集積地では製造業を中心とした経済活動の低迷、寒

冷地やクルマ依存型社会の地域では家計負担の増加をもたらすなど、地域の社会・産業

構造を反映して著しい影響を及ぼしている可能性が高い。 

本稿は、コロナ禍で日本に生じた近年の出来事が、各地域の社会・産業構造を反映し

て地域経済にどの様な影響を及ぼしてきたのかを考察することで、先行き不透明感が強

い地域経済を展望するための一助となることを目的にしている。 

 

２．地域別の企業の動向～企業の景況感および製造業、観光・サービス業の状況 

（１）企業の景況感～日銀『短観』の地域別業況判断ＤＩ 

企業の景況感を日銀『短観』からみると、全国の業況判断ＤＩ(「良い」－「悪い」)

は、22 年３月調査(全規模・全業種)で０と前回調査(21 年 12 月)のプラス２から低下し



©信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 

内外経済・金融動向（Ｎｏ.２０２２－１） ２０２２.４．２５ 

2

1(図表２)、回復は足踏み状態にある。「緊急事態宣言」や

外出自粛などの影響を受けた 20 年６月調査の▲31 を底に

回復し、前回調査は 19 年 12 月(プラス４)以来２年ぶりに

プラス圏に浮上したが、半導体等の部品不足やエネルギー・

原材料等の価格上昇などによるコスト増加、22 年１～２月

の新型コロナのオミクロン株の感染拡大や「まん延防止等

重点措置」などを反映して再び悪化している。特に、製造業

はプラス６からプラス２へ４ポイント低下しており、部品

の供給制約やコスト増加が影響した。また、非製造業は０

から▲２に低下し、マイナス圏に転

じている。２月中旬から３月にかけ

ては新規感染者数が減少基調をた

どったが、宿泊・飲食サービス業や

対個人サービス業などを中心に業

績の低迷が続き、非製造業の業況も

悪化している。 

地域別に 22 年３月調査の業況判

断ＤＩをみると、全産業は北海道が

▲10、四国が▲９、北陸が▲７、東

北が▲６、九州・沖縄が▲５、東海

が▲４とマイナス圏で低迷してい

る。北海道、四国、九州・沖縄、東

海は製造業と非製造業ともにマイ

ナス圏にあり、電機関連の工場が集

積している東北と北陸は製造業が

「良い」と「悪い」が拮抗して比較

的底堅いものの2、非製造業の悪化が重荷となった。一方、関東甲信越はプラス３、中国

はプラス２、近畿はプラス１で堅調であり、製造業が押上げに寄与している。22 年３月

調査では、ウクライナ情勢の影響が十分に反映されていないものと見込まれ、先行き、

資源・原材料等の調達難や投入価格の上昇などが企業収益の悪化をもたらす可能性があ

ることには留意を要する。 

 

（２）生産活動～部品等の供給制約が自動車産業集積地の重荷に 

地域経済で重要なのは、域外から所得を稼ぐ基盤産業の動向を把握することである。

この基盤産業は、主に製品・農産物等を生産して域外に供給する製造業や農林水産業、

旅行客等に宿泊・飲食サービス、娯楽サービス等を提供して資金を獲得するサービス業

                         
1 日銀『短観』は 22 年３月調査で調査対象企業の見直しが行われた点に留意を要する(21 年 12 月調査も新ベースの数値)。 
2 県内総生産(18 年度)における電気機械の構成比は、東北が 4.2％、北陸が 5.1％(全県計 3.1％)で大きく、22年３月調査の業況

判断ＤＩ(全規模)は、東北が 27％ポイント、北陸が 26％ポイントで依然として高い。 

（図表２)日銀『短観』の地域別業況判断ＤＩ（直近２年間） 

 
（備考）1.全規模の業況判断ＤＩ（「良い」の回答割合－「悪い」の回答割合） 

2.22 年３月調査で調査対象企業の見直しが行われた点に留意を要する

(21 年 12 月調査も新ベースの数値)。 

3.関東甲信越（東京・千葉・埼玉・神奈川・茨城・栃木・群馬・山梨・長野・新

潟）は『関東甲信越地域業況判断ＤＩ』、東海（静岡・愛知・岐阜・三重）は

『東海地域業況判断ＤＩ』の数値 

4.日本銀行『全国企業短期経済観測調査』、同支店『企業短期経済観測

調査』等より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が作成 

（図表１)地域区分 

 
（備考）本稿では原則、この地域区分に従

って集計・表記する。 
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などが挙げられる。特に製造業は、国内総生産(20 年『国民経済計算年次推計』)のシェ

アが 19.8％であり、東海や北関東の各県などはシェアが４割前後に達するなど(図表 21

参照)、基盤産業としての役割や他産業への生産波及効果を考えると依然として地域経

済への影響力が強い。例えば、輸送用機械は、その最終需要が１単位発生したときに各

部門の生産に波及する大きさの合計である「生産波及効果」が 2.424(全産業平均 1.720)、

１を上回るほど波及効果が大きいことを示す「影響力係数」が 1.410(＝2.424÷1.720)

で最も高い(20 年『SNA 産業連関表』)。そこで本節では、地域別の生産動向についてみ

ることにする。 

21 年の全国の生産活動は、前年比 5.6％増と 20 年の大幅な落込み(同 10.4％減)の反

動もあって増加した(図表３)。特に、生産用機械・汎用機械などの一般機械、電子部品・

デバイスなどのＩＴ関連、鉄鋼・非鉄金属などの素材型業種の押上げ寄与が大きい(図表

４)。ただ、21 年はコロナ前である 19 年の水準を 5.3％下回っており、半導体等の部品

不足、世界的なコロナの感染拡大に伴う工場の操業停止や物流の停滞などによる供給制

約で輸送機械などを中心に減産を強いられるなど、生産の回復は力強さを欠いている。 

（図表４)地域別の生産指数の業種別ウエイトと 21 年（年間）の生産指数の増減率・業種別寄与度（前年比、対 19 年比） 

 
（備考）1.左図は生産指数の業種別ウエイト（15 年基準の付加価値額生産ウエイト（構成比））、中図は 21 年の生産指数の前年（20 年）比増減率、右図は 21 年の生産

指数のコロナ前（19 年）比増減率。地域区分は、静岡県は関東に含み、東海には含まない。 

2.全国の生産指数は 21 年年間補正後、各地域は補正前である点に留意を要する。「その他材料」は金属製品、窯業・土石製品、プラスチック製品、「一般機械」

は生産用機械、汎用・業務用機械、「電機関連」は電子部品・デバイス、電気機械、情報通信機械とした。 

3.経済産業省『鉱工業指数』、各経済産業局『地域別鉱工業指数』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 

（図表３)地域別の鉱工業生産指数の推移（15 年＝100） 

  
（備考）1.15 年＝100 とした季節調整値。地域区分は、静岡県は関東に含まれ、東海には含まない。 

2.22 年２月（速報、全国、東海は確報）までの数値。全国は 21 年年間補正後、各地域は補正前である点に留意を要する。 

3.経済産業省『鉱工業指数』、各経済産業局『地域別鉱工業指数』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が作成 
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地域別にみると、電子部品・デバイス等の電

機関連や半導体・フラットパネルディスプレイ

製造装置などを含む一般機械が好調であること

を反映して、東北や北陸が堅調に推移した(図表

３、４参照)。一方、自動車産業の集積地である

東海、中国、関東などは、輸送機械の減産が重荷

になった。特に東海は、完成車メーカーが部品

の調達状況に応じて生産調整を機動的に実施し

たことで、21 年夏頃や 22 年１月に生産が大幅

に落ち込んだ。実際、21 年の自動車の国内生産

台数(日本自動車工業会)は前年比 2.7％減の

784.7 万台と 1976 年以来 45 年ぶりの低水準と

なり、コロナ前の 19 年比では 19.0％減と低迷

している。台数では、トヨタ自動車が 21 年に 19

年と比べて 54 万台減少しており、２年連続の

300万台割れで挽回生産が遅れている(図表５)。

対 19 年比では、日産自動車、三菱自動車、マツ

ダ、本田技研などで減少率が大きかった。これ

らの生産拠点がある東海、中国、関東、九州な

どで減産の影響が地域経済に波及している可能

性がある(図表６)。また、北海道は鉄鋼などが

持ち直した一方、シェアが13.1％と高いパルプ・

紙・紙加工品が 21 年に対 19 年比で 25％減少しており、四国も造船等の輸送機械や一般

機械が足踏み状態であるため、回復が遅れている。 

半導体等の部品の供給制約が、裾野が広い自動車産業の生産活動を抑制しており、安

定的なサプライチェーンの構築が地域経済にとって課題になっている。 

 

（３）観光・サービス業の動向～宿泊者数および飲食・娯楽施設の人流の状況 

製造業に加えて、観光業や娯楽等のサービス業も地域の基盤産業として域外から所得

を稼ぐ重要な役割を担っている。 

旅行の動向を観光庁『宿泊旅行統計調査』の延べ宿泊者数からみると、全国では 21 年

に前年比 5.0％減少しており、大幅なマイナス(同 44.3％減)だった 20 年の水準を更に

下回った。対 19 年比では 47.1％減に落ち込んでおり、コロナ前と比べてほぼ半減して

いる。地域別に延べ宿泊者数の推移(季節調整値)をみると、新型コロナの新規感染者数

の拡大局面や「緊急事態宣言」等の期間に減少した一方、「緊急事態宣言」等の解除や

GoTo キャンペーンの導入などを背景に、20 年や 21 年の秋～冬期は回復に向かうなど、

コロナの感染状況や行政による行動制限・観光支援策等の動向に影響を受けている(図

表７)。特に、21 年８月は、感染者数が急増した結果、例年の夏休みシーズンに比べて

宿泊者数が大幅に減少しため、季節調整値でも大きく低下した。軽井沢・八ヶ岳や富士

（図表５)メーカー別の自動車国内生産台数 

 
（備考）1.速報のため数値が修正されている可能性がある点

に留意を要する。 

2.各自動車メーカーのウェブサイトより信金中央金庫 

地域・中小企業研究所が作成 

（図表６)国内の主な自動車工場の立地状況 

 
（備考）1.日本自動車工業会、各自動車メーカーの資料や各種

報道に基づいて作成したが、工場の新設や閉鎖等の

変動が生じている可能性がある点に留意を要する。 

2.※印は部品等の工場、無印は組立を中心とする工場 

3.日本自動車工業会、各自動車メーカーのウェブサイト

などより信金中央金庫 地域・中小企業研究所が作成 
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五湖などの避暑地がある甲信越は、夏季の繁忙期に例年と比べて落込みが著しく、影響

が甚大となった。21 年秋以降は、感染者数が減少し、全国的に「緊急事態宣言」等が解

除され、年末に向けて宿泊者数も回復に向かった。特に、北海道では「新しい旅のスタ

イル」「どうみん割」などの措置が、21 年 11 月以降押し上げに寄与している。22 年に

入って、オミクロン株の感染拡大や「まん延防止等重点措置」の実施などで全国的に減

少基調にあるが、コロナ前(19 年)の水準と比較して、北関東、中国、東北、東海、四国

などが相対的に堅調である一方、近畿や南関東といった都市圏や沖縄県の回復力は弱い。

沖縄県は、21 年８月を底に回復基調にあるものの、コロナ前の４～５割の水準にまでし

か持ち直しておらず、県内総生産における宿泊・飲食サービスのシェアが 4.2％と最も

高いことから(全県計 2.5％)、宿泊者数の低迷は、地域経済に多大な影響を及ぼしてい

るものと見込まれる。観光業では、近距離旅行・域内観光・ワーケーションなどに注力

しており、22 年３月 21 日をもって全国的に「まん延防止等重点措置」が解除されたこ

とで、「県民割」、「ブロック割」や GoTo トラベルの再開などの観光支援策への期待も

高い。ただ、出張の削減といった構造的な旅行需要の減少に加え、感染の再拡大による

旅行意欲の悪化などのリスクは根強く、予断を許さない状況が続いている。 

次に、地域別のサービス業の動向を、飲食・娯楽施設への訪問者数などの人流状況か

ら把握することにする。Google“Community Mobility Report”から飲食・娯楽施設の人

流を地域別にみると、新型コロナの感染者数や「緊急事態宣言」等の行動制限を反映し

て変動していることが分かる(図表８)。21 年は、１月に「緊急事態宣言」が発令され、

９月まで断続的に行動制限が実施された。21 年１～９月は、特に南関東や沖縄、北海道

で飲食・娯楽施設への外出が抑制されており、５月は近畿の落込みが著しい。一方、21

年 10 月は全国的に「緊急事態宣言」が解除されたこともあり、総じて人流が回復に向か

った。21 年 12 月には東北、甲信越、北陸、北関東がコロナ前比５％増となり、九州、

中国、四国、東海もコロナ前の水準を回復している。しかし、22 年に入ってオミクロン

株の感染が急拡大し、１月に「まん延防止等重点措置」が相次いで実施された結果、再

び人流が大幅に抑制された。特に北海道(２月 22％減)や沖縄(１月 20％減)、南関東(２

月 16％減)の落込みが著しい。足元、３月 21 日をもって全国的に「まん延防止等重点措

（図表７)地域別の延べ宿泊者数（季節調整値、19 年＝100）の推移 

 
（備考）1.各都道府県の原数値から当研究所が季節調整値を算出し、地域別に合算してコロナ前である 19 年平均を基準に指数化した数値 

2.当研究所が米商務省センサス局のソフトウェア X-13-ARIMA-SEATS を使用して算出した。 

3.観光庁『宿泊旅行統計調査（22 年１月分）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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置」が解除されたことで、総じて人流が回復に向かっている。東北、甲信越、北陸、中

国、四国、九州といった地域で人流が比較的堅調であり、飲食店や娯楽施設等のサービ

ス産業の業況は持ち直しつつあると見込まれる。一方、三大都市圏や観光地でもある北

海道・沖縄では、移動の慎重化や外国人の入国制限、新生活様式の定着化などもあり、

コロナ前の水準まで人流が回復するのに時間を要している可能性がある。 

 

３．地域別の家計の動向～個人消費および消費者物価・予想インフレ率の状況 

（１）個人消費の動向～小売業販売額および世帯の消費支出の推移 

本章では、需要項目で最も割合が高い個人消費の動向を地域別にみることにする。図

表９は、小売業(百貨店・スーパー既存店)の販売額を、コロナ前で 19 年 10 月の消費税

率の引上げの影響を受けていない 18 年同月と比べた推移である。各地域は、おおむね

18 年の水準を下回って推移しているが、コロナの感染が落ち着いていた 21 年冬期は、

中部で 18 年の水準を回復するなど、総じて減少率が縮小した。ただ、22 年１月はオミ

クロン株の感染が急拡大し、「まん延防止等重点措置」の実施などで販売額の減少率が

拡大した。２月は感染が減少に転じて販売額の減少率も縮小へ向かったが、大雪などの

天候悪化による外出の抑制や春物衣料品の不振もあり、全国では対 18 年同月比で６％

減少している。特に、インバウンド需要が消失した影響もあり、近畿が 10％減と落込み

が大きく、九州が８％減、四国が７％減と比較的回復が鈍い。 

小売業販売額は、主に小売店からのモノの購入額を示すため、サービス消費などを含

んでいない。コロナ禍では、飲食・宿泊・交通・娯楽などのサービス消費への影響が大

きかったため、１世帯当たりの消費支出全体を把握できる総務省統計局『家計調査』で

地域別の消費支出の動向をみることにする。図表 10 は、各地域の１世帯(二人以上の世

帯)当たり消費支出額から季節変動と不規則変動を除いたすう勢・循環変動を 19 年平均

と比べた推移である。三大都市圏の動向をみると、関東は、19 年度下期から消費支出が

（図表８)地域別の飲食・娯楽施設の人流（訪問者数や滞在時間）状況 

 
（備考）1.訪問者数（または滞在時間）の曜日別基準値（20 年１月３日〜２月６日の５週間の曜日別中央値）と比べた変化率 

2.各都道府県の日次データを当研究所が地域別に人口（20 年 10 月１日時点）で加重平均して月別に単純平均した数値 

3.飲食・娯楽施設の対象は、レストラン、カフェ、ショッピングセンター、テーマパーク、博物館、図書館、映画館などであり、生活に必要

不可欠な訪問場所である食料品店・薬局などの小売店は含んでいない（Google は retail & recreation と表記している）。 

4.Google は、地域によってデータに違いが生じることがあるため、「地域間で場所を比較しないように」注意している点に留意を要する。 

5.Google“Community Mobility Report”、総務省統計局『国勢調査』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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減少し、20 年半ばに下げ止まってからは 19 年平均と比べて４～５％少ない水準をたど

っている。東海は、19 年度に落ち込んだ後、20 年は回復に向かったが、21 年に入って

再び弱含み、足元では 19 年平均を４％下回る水準となっている。近畿は、最初の「緊急

事態宣言」が発令された 20 年４～５月に対 19 年比で７％程度減少したが、その後は回

復して 21年度は減少率が２％弱で推移した。足元、沖縄が 19年の水準を上回っており、

四国、北海道、北陸も 19 年の水準に迫るなど、比較的堅調な地域といえる。東北は、21

年１月の消費支出が対 19 年比で 14％程度減少していたが、21 年度下期から急速に回復

して 22 年には３％減に改善した。一方、中国は、足元、緩やかに持ち直しつつあるが約

１割減に低迷しており、九州はコロナ前を７％下回るなど、基調として回復が遅れてい

る。 

 

（図表 10)地域別の１世帯（二人以上の世帯）当たりの消費支出額のすう勢・循環変動（19 年＝100） 

 
（備考）1.１世帯（二人以上の世帯）当たりの消費支出額（名目）のすう勢・循環変動 

2.すう勢・循環変動（TC、Trend-Cycle)は、原数値（TCSI）から季節変動（S）と不規則変動（I）を除いた数値。当研究所が米商務省セン

サス局のソフトウェア X-13-ARIMA-SEATS を使用して算出した。 

3.地域区分は、関東は北関東・南関東・甲信、北陸は北陸＋新潟県 

4.１世帯当たりの消費支出額は、世帯人員や有業人員などの変化の影響を受ける点に留意を要する。 

5.総務省統計局『家計調査』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 

（図表９)地域別の百貨店・スーパー既存店販売額の増減率（対 18 年同月比） 

 
（備考）1.百貨店・スーパー既存店販売額の対 18 年同月比。コロナ前の 19 年は 10 月に消費税率が引き上げられた影響が大きいため、18

年同月と比較した。例えば、20 年１月は（（19 年１月の前年比＋１）×（20 年１月の前年比＋１）－１）×100 として算出した。 

2.地域区分は、経済産業局の管轄（関東は静岡県を含む、中部は福井県・静岡県を除く北陸・東海、近畿は福井県を含む） 

3.経済産業省『商業動態統計調査』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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（２）消費者物価と予想インフレ率～予想インフレ率は消費増税時を超える 

原油等の一次産品価格や商品市況が 20 年４月をボトムに上昇しており3、新型コロナ

の感染拡大による工場の操業停止や物流の停滞、人材難などによる供給制約などで、物

価上昇圧力が強まっていた。さらに 22 年２月下旬にロシアがウクライナを侵攻したこ

とで、資源・穀物等の輸入品不足が懸念されるうえ、海外での金融引締めに伴う円安進

行も加わり、物価上昇に拍車が掛かっている。原材料等の価格上昇による企業収益の悪

化で賃金の抑制が懸念されるなか、消費者にとって物価上昇は実質的な購買力を低下さ

せるため、生活が苦しくなる。例えば、東京電力の電気料金(平均モデル)は 21 年１月の

6,317 円から 22 年４月には 8,359 円へ 32％上昇しており、ライフライン等の生活に欠

かせない財・サービスの負担増は、他の財・サービスの需要を減退させかねない。 

地域別に消費者物価指数(持家の帰属家賃を除

く総合)の推移をみると、20年秋～冬期に GoTo キ

ャンペーンによる宿泊料等の割引などで低下し、

21 年４月は通信料(携帯電話)の大幅値下げなど

を反映して前年より 1.3％前後低下したが、その

後は上昇基調で推移している(図表 11)。22 年３

月の前年比上昇率は、北海道と東北が 2.0％に達

しており、インフレが加速している。この両地域

は、寒冷地で光熱・水道のウエイトが高く、エネ

ルギー価格の上昇の影響を受けやすい(図表12)。

また、食料は沖縄や近畿、ガソリンなどの交通・

自動車等関係費は北陸、東海、中国などでウエイ

トが高く、これらの地域では特に資源や輸入品等

の価格上昇が家計の負担を高めるおそれがある。

一方、四国と九州の上昇率は 1.0％を下回ってお

                         
3 日経商品指数(42 種総合)は 20 年４月の 160.965 をボトムに上昇し、22年３月は 241.598 で 50％上昇している。 

（図表 12)地域別消費者物価指数の品目別

ウエイトの全国との差 

 
（備考）1.各地域の消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く

総合）の品目別ウエイトから全国の当該品目のウエ

イトを引いた数値 

2.地域区分は、関東は北関東・南関東・甲信、北陸は

北陸＋新潟県 

3.交通等は交通・自動車等関係費、住居は持家の帰

属家賃を除く住居 

4.総務省統計局『消費物価指数』より信金中央金庫 地

域・中小企業研究所が算出、作成 

（図表 11)地域別の消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年同月比 

 
（備考）1.持家の帰属家賃を除く総合の前年同月比の推移 

2.地域区分は、関東は北関東・南関東・甲信、北陸は北陸＋新潟県 

3.総務省統計局『消費者物価指数』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が作成 
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り、インフレ圧力は他の地域より小さ

い。ただ、22 年４月からは、前年の通

信料(携帯電話)の値下げの影響が全

国的にはく落するので、北海道や東北

に加えて他の地域も2.0％を超えてく

るおそれがあり、総じてインフレ率が

一段と高まる公算が高い。 

このような現状を背景に、消費者は

将来の物価上昇率の加速を予想して

いる。日銀『生活意識に関するアンケ

ート調査』(22 年３月調査)によると、

１年後の物価上昇率の予想は、平均値

で 6.4％、中央値で 5.0％に達した(20

年 12 月調査は各々3.5％、2.0％)。図

表 13 は、内閣府『消費動向調査』の

「物価に関する見通し」から算出した、各地域の消費者の１年後の予想物価変動率であ

る。22 年３月は、九州・沖縄、北海道・東北、関東などが 5.0％を超えており、実際の

消費者物価指数の上昇率が若干低い四国、九州も先行き５％程度までインフレが加速す

ると予想している。足元の予想インフレ率は、14 年４月や 19 年 10 月の消費税率引上げ

時の水準を上回っており、消費者マインドの悪化、生活防衛意識や節約志向の強まりに

よって外食や娯楽などの消費支出が抑制され、新型コロナの感染者数が減少したとして

も力強さを欠いた推移が続くおそれがある。 

 

４．地域別の雇用・賃金の動向～都市部を中心に回復に遅れ 

（１）雇用動向～二大都市圏・地方中枢都市や沖縄で回復ペースが緩慢 

新型コロナの感染拡大や「緊急事態宣

言」等の行動制限などで、工場の操業休止

や小売店・飲食・宿泊・娯楽などのサービ

ス業を中心とした営業の制約が生じ、地域

の雇用環境も大きな影響を受けた。有効求

人倍率をみると、全国ではコロナ前の 19年

12 月は 1.57 倍だったが4、20 年９月には

1.04 倍に低下している(図表 14)。その後

は上昇に転じて足元(22 年２月)は 1.21 倍

であるが、回復ペースは極めて緩慢であ

る。就業地ベースの都道府県別でみると、

福井県が 2.07 倍で 19 年 12 月以来の高水

                         
4 20 年１月から求人票の記載項目が拡充され、求人の提出を見送る動きがあった点に留意を要する(20 年１月は 1.49 倍)。 

（図表 13)地域別の消費者の１年後の予想物価上昇率 

 
（備考）1.二人以上の世帯の１年後の物価に関する見通し（原数値）から算出 

2.１年後の予想物価変動率は、回答項目「５％以上低下」は▲7.5％、

「▲５～▲２％」は▲3.5％、「▲２～０％」は▲１％、「変わらない」は

０％、「０～２％」は１％、「２～５％」は 3.5％、「５％以上上昇」は 7.5％

として回答割合（「分からない」は除く）で加重平均した数値 

3.内閣府『消費動向調査』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が

算出、作成 

（図表 14)都道府県（就業地）別の有効求人倍率 

 
（備考）1.季節調整値。20 年１月～22 年２月のローソク足表示。白抜きの

□（色付きの■）は下底（上底）が 20 年１月、上底（下底）が 22 年

２月、棒線の下端は期間中の最低値、上端は最高値を示す。 

2.厚生労働省『一般職業紹介状況』より信金中央金庫 地域・中小

企業研究所が作成 
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準に回復しており、島根県、富山県、岐阜県、

山口県なども高く、おおむね北陸や中国な

どが堅調である。また、前述の福井県に加

え、東北、甲信越、九州などの一部の県で 20

年１月の水準を回復している。一方、沖縄県

や神奈川県、東京都、大阪府は１倍を下回る

など、沖縄や南関東・近畿といった大都市

圏、地方中枢都市などは回復が遅れている。 

総務省統計局『労働力調査』で就業状況

をみると、21 年 10-12 月の就業者数は全国

で 6,702 万人であり、コロナ前の 19 年同期

より 90 万人以上減少している(図表 15)。21

年 10-12 月の 15 歳以上人口の対 19 年同期

比増減率を就業状態別の寄与度でみると、

15 歳以上人口は 0.5％減少したが、そのう

ち就業者数の減少が 0.8％ポイント分に当

たる。その一方で、完全失業者や非労働力人

口の増加が各々0.2％ポイント押し上げた。

地域別にみると、就業者数の減少寄与が大

きいのは北海道、北陸、九州などである。特

に北海道や九州は、就業者が非労働力化し

ている傾向が強い。東北、九州、中国は、完

全失業者数や完全失業率がコロナ前の水準

に回復しているが、その他の地域は回復が

遅れている。南関東は、15 歳以上人口が増

加しており、就業者数がコロナ前の水準を

回復しているものの、完全失業者数の増加

寄与が大きく、完全失業率の上昇幅も比較的大きい。 

就業者数の回復は緩慢であるが、コロナ前までは、深刻な人手不足を背景に、外国人

が労働力の下支え役を担ってきた。しかし、新型コロナに伴う入国制限等で外国人労働

者の増加率は低下している。外国人労働者数(全国計)は、19 年に前年比 13.6％増と２ケ

タの伸び率だったが、20 年は同 4.0％増、21 年は同 0.2％増と失速した。21 年は、在留

資格別にみると「技能実習」が同 12.6％減、留学生等の「資格外活動」が同 9.7％減、

業種別では「製造業」が同 3.4％減、「卸・小売」が同 1.3％減と落込みが顕著である。

コロナ禍の影響が大きい「宿泊・飲食サービス」は、20 年に同 1.3％減少したが、21 年

は同 0.3％増と下げ止まった。都道府県別に 21 年の外国人労働者数をコロナ前(19 年)

と比較すると、東京都を除く関東や近畿の各府県、福井県、山梨県、島根県、高知県な

どで増加率が高い(図表 16)。福井県、群馬県、滋賀県、島根県などは労働者派遣業など

を含む「その他サービス業」、奈良県、和歌山県などは「医療、福祉」の押上げ寄与が

（図表 15)地域別の 15 歳以上人口の増減率 

（21 年 10-12 月の対 19 年同期比）の 

就業状況別寄与と完全失業率の変動幅 

 
（備考）1.地域区分は、北陸は新潟県を含んでいる。 

2.総務省統計局『労働力調査（基本集計、長期時系列表８）』

より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 

（図表 16)都道府県別の外国人労働者数 

（21 年の対 19 年比増減率） 

 
（備考）1.10 月末時点。届出の対象は、事業主に雇用される外国人

労働者 

2.厚生労働省『「外国人雇用状況」の届出状況のまとめ』より
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大きかった。一方、東北、東海、四国、九州など多くの地域で外国人労働者の流入が細

っており、地域経済の活力が弱まるおそれがある。政府は、22 年３月に入国の水際対策

を緩和し、外国人技能実習生の受入再開や外国人留学生の入国5が進んでいる。４月 10

日からは入国上限が１日１万人に引き上げられたが、外国人労働者の受入拡大を期待す

る地域は少なくないものと見込まれる。 

 

（２）賃金動向～近畿や関東・東海といった三大都市圏で回復力が鈍い 

新型コロナの影響は賃金にも及んでいる。感染拡大による工場・施設等の生産・営業

休止や時短営業などで労働時間が減少し、企業業績の悪化でボーナス等の特別給与が削

減されるなど、１人当たり現金給与総額は大幅に落ち込んだ。地域別の賃金動向を１人

当たり月間現金給与総額の直近１年間移動平均でみると、足元は、近畿や関東、東海な

どが力強さを欠いており、特に三大都市圏で回復が遅れている(図表 17)。一方、九州・

沖縄、中国、四国、北海道、東北などは比較的堅調であり、19 年の水準を回復した。賃

金は、コロナ前の水準を回復している地域があるものの、特に大都市圏で改善ペースが

緩慢である。消費者物価指数は、前述の通り上昇基調で推移しており、実質ベースの家

計の所得環境は回復に時間を要している。足元、ウクライナ情勢や円安の進行などに伴

う予想インフレ率の高まりで生活防衛意識や節約志向が強まり、個人消費が抑制される

ことが懸念される。 

５．地域別の投資の動向～住宅・設備・公共投資の状況 

（１）住宅投資～住替え需要が下支えも、住宅購入負担の高まりが懸念 

全国における住宅投資の動向を国土交通省『住宅着工統計』でみると、足元(２月)の

新設住宅着工戸数は前年比 6.3％増で 12 か月連続のプラスとなった。21 年度は、コロ

ナ禍の影響で受注件数が低迷した前年度の反動に加え、在宅勤務の普及による居住空間

が広い住宅に対する需要の高まりなども寄与して堅調に推移した。 

                         
5 出入国在留管理庁によると、３月１日～４月 10 日に「留学」の在留資格で新規入国した外国人は約３万人に達する。 

（図表 17)地域別の１人当たり月間現金給与総額の直近１年間移動平均（19 年＝100） 

  
（備考）1.事業所規模５人以上の調査産業計。都道府県別の１人当たり月間現金給与総額を労働投入量（常用労働者数×総実労働時間）で地

域別に加重平均した数値。現金給与総額＝きまって支給する給与＋特別給与。直近１年間移動平均を 19 年平均＝100 とした数値。

公表時の数値であり、厚生労働省が公表している地方調査の結果は 21 年 10 月分までである点に留意を要する。 

2.厚生労働省『毎月勤労統計調査（地方調査）』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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地域別に新設住宅着工戸数のすう勢・循環変動をみると、近年、サブリース問題・相

続税法改正等による貸家の下押し圧力にコロナ禍が加わって減少基調に拍車が掛かっ

たが、おおむね 20 年内に底を打って 21 年は持直しに転じている6(図表 18)。北関東・

甲信越や中国は、20 年に対 19 年比で一時１割以上減少していたが、足元でマイナス幅

は３％前後に縮小している。また、南関東は、21 年に入って持直しに転じ、21 年度下期

からは緩やかな増加基調をたどっている。一方、北海道、近畿、四国は、21 年度上期ま

でにコロナ前(19 年)の水準を回復したものの、21 年度下期は減少基調で推移した。四

国、東北、九州・沖縄、北海道、東海は、足元、19 年の水準より１割以上少ない。先行

き、在宅勤務の普及などによる住替え需要や住宅ローン減税の延長(控除率は引下げ7)が

下支えする可能性があるが、資材高等による住宅購入費の上昇などの影響が懸念される。 

 

（２）設備投資～22 年度の投資計画は堅調な見通しも、下方修正のおそれ 

国内における GDP ベースの設備投資は、20 年度に実質で前年度比 7.5％減、名目で同

7.9％減と大幅に落ち込んだ。ただ、20 年７-９月をボトムに緩やかに回復しており、先

送りされた投資案件が徐々に実施され、半導体関連投資、ＤＸやＥＶ関連等の成長分野

の投資が堅調である。21 年 10-12 月はボトムから実質で 1.5％増、名目で 4.2％増とな

った(季節調整値)。 

地域別の設備投資の動向を内閣府・財務省『法人企業景気予測調査』から財務局別に

みることにする(図表 19)。20 年度の全産業は、沖縄や東海が前年度比プラスだったもの

の、コロナ禍で前年度の水準を下回った地域が多い。製造業は沖縄、九州北部、近畿を

除いて軒並み減少しており、非製造業は東海や中国などが堅調だったものの、北陸、九

州中南部、四国などで減少率が大きかった。21 年度の全産業は、北海道、北陸、中国以

外は 20 年度にコロナ禍で見送られた投資案件の再開なども寄与して回復した地域が多

                         
6 住宅ローン控除で、所得税等の控除率(年末の住宅ローン残高に対する比率)が１％、控除期間 13年が適用されるのは、原則、消

費税率 10％が適用された住宅を取得して 21年末までに入居したケースが対象である。注文住宅は 21 年９月末、分譲住宅等は 21

年 11 月末までに契約した場合は、22年末までに入居すれば適用され、駆込み需要が生じた可能性もある。 
7 原則、22～25 年の入居者を対象に、住宅ローン減税の控除率が１％から 0.7％(控除期間 13 年)へ引き下げられた。 

（図表 18)地域別の新設住宅着工戸数のすう勢・循環変動（19 年＝100） 

 
（備考）1.すう勢・循環変動（TC、Trend-Cycle)は、原数値（TCSI）から季節変動（S）と不規則変動（I）を除いた数値。当研究所が米商務省セン

サス局のソフトウェア X-13-ARIMA-SEATS を使用して算出した。 

2.国土交通省『住宅着工統計』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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い。特に、製造業は、情報通信機械や

非鉄金属が押上げに寄与した東北の

他、沖縄、九州中南部、四国など、非

製造業は、物流需要の高まりなどで

運輸などの投資が堅調であり、東海、

九州・沖縄、近畿などで伸び率が高か

った。22 年度の見通しをみると、半

導体関連投資などが好調であり、製

造業の回復が押上げに寄与する東海

や近畿、今まで回復が遅れていた北

海道や中国で高い伸び率が見込まれ

ている。コロナ禍でも堅調だった沖

縄が前年度の水準を下回るものの、

おおむね底堅い推移が予測されてい

る。ただ、コロナ期間は、設備投資の

当年度実績見込みが翌年度見通しに比べて下方修正される傾向にあり、今後、感染状況、

部品等の供給制約の長期化、原材料等の価格上昇、ウクライナ情勢などの環境変化によ

って下振れするおそれがある点には留意を要する。 

 

（３）公共投資～国土強靭化対策の押上げ効果の一服などで弱含み 

国内における GDP ベースの公共投資の推移をみると、20 年度は実質で前年度比 5.2％

増、名目で同 5.5％増と堅調であり、コロナ禍に伴う民間需要の押下げ圧力を一部減殺

する役割を担った。ただ、21 年に入って減少に転じており、足元(21 年 10-12 月)は、直

近のピーク(20 年 10-12 月)と比べて、実質で 11.4％減、名目で 7.8％減と弱含んでいる

(季節調整値)。 

地域別の公共投資の動向を公共工事請負金額の推移(直近１年間移動平均)からみる

（図表 20)地域別の公共工事請負金額の直近１年間移動平均（19 年＝100） 

 
（備考）1.公共工事前払金保証実績（請負金額）の直近１年間移動平均を 19 年平均＝100 とした数値 

2.地域区分は、関東は北関東・南関東、北陸は北陸＋新潟県、中部は東海＋山梨県・長野県、九州は九州＋沖縄県 

3.出来高ベースではない点に留意を要する。 

4.東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱、北海道建設業信用保証㈱『公共工事前払金保証統計』より信金中央金庫 地域・中小

企業研究所が算出、作成 

（図表 19)財務局別の法人企業の設備投資（前年度比） 

 
（備考）1.1-3 月期調査時の当年度実績見込み、22 年度は 21 年度 1-3 月期調

査時の翌年度見通し。全規模（調査対象は資本金 1,000 万円以上の

法人）。設備投資はソフトウェア含み、土地除く 

2.地域区分は、財務局の管轄（関東は北関東・南関東・甲信越、九州北

部（福岡財務支局）は福岡県・佐賀県・長崎県、九州中南部（九州財務

局）は熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県） 

3.内閣府・財務省『法人企業景気予測調査（地域別結果）』より信金中央

金庫 地域・中小企業研究所が作成 
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と、九州が 20～21 年度にわたって底堅く推移しており、近畿、中部、北海道は足元、若

干弱含んでいるが、コロナ前の水準をおおむね維持している(図表 20)。一方、20 年度が

好調だった東北や新幹線延伸工事等が下支えしてきた北陸は 21 年度に入ってから前年

度比で大幅に落ち込んでおり、中国、関東、四国なども 21 年度は弱含んだ。東日本大震

災の復旧・復興工事の実施規模が削減されたことや、18～20 年度の『防災・減災、国土・

減災、国土強靱化のための３か年緊急対策』による押上げ効果がはく落したことなどが

影響した可能性がある8。ただ、激甚化する自然災害への対応、老朽化したインフラの整

備やデジタル化などを目的とした集中的な対策が実施されていることから9、先行き、公

共投資は底堅く推移するものと見込まれる。 

 

６．おわりに～都道府県の産業構造を製造業と都市型産業の集積度で特徴付け 

本稿では、各地域の企業の景況感、生産活動や観光・サービス業の状況、個人消費・

物価、雇用・賃金、住宅・設備・公共投資などの近年の動向を追ってきた。本章では最

後に、これらの動向が、各都道府県の産業構造を反映して、地域経済にどのような影響

を及ぼすのかを把握するため、各都道府県の産業構造の特徴について検討することにす

る。 

足元、半導体等の部品の供給制約などで生産活動が本格回復へ転じるのに時間を要し

ているが、県内総生産(18 年度の全県計)における製造業の割合は２割を占め、製造業が

地域経済に及ぼす影響力は小さくない(図表 21 左)。特に、滋賀県や三重県、静岡県、愛

知県などの東海、栃木県、群馬県、茨城県といった北関東で製造業のシェアが高く、重

化学工業などの工場がある山口県、医薬等の化学や一般機械・非鉄金属・金属製品など

の工場が集積している富山県なども製造業の動向が地域経済に及ぼす影響が大きいと

推測される。産業構造(県内総生産の経済活動別構成比)を基に統計的手法(主成分分析)

                         
8 内閣府(2021 年)『今週の指標 No.1267「最近の公共投資の動向について」』など参照 
9 21 年度から『防災・減災・国土強靭化のための５か年加速化対策』などが実施されている。 

（図表 21)県内総生産の経済活動別構成比（左）と産業構造の特徴（第 1・２主成分得点の散布図、右） 

  
（備考）1.左図は各都道府県の県内総生産の経済活動別構成比（18 年度）。右図は県内総生産の経済活動別構成比を主成分分析した際の第

1 主成分得点を「製造業集積指数」（横軸）、第２主成分得点を「都市型産業集積指数」（縦軸）とした散布図 

2.主成分分析は、通常、標準化（（数値－平均値）÷標準偏差）して算出する（相関行列を使用する）が、各産業の影響力（シェアの大きさ）

を反映させるため、標準化せずに算出した点に留意を要する。Python の機械学習ライブラリ“scikit-learn”の PCA を用いて当研究所

が算出した。 

3.内閣府『県民経済計算』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所が算出、作成 
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で各都道府県を２つの特徴に集約すると、最も説明力が高い特徴(第１主成分)は“製造

業”の集積度(製造業集積指数10)、２番目に高い特徴(第２主成分)は“都市型産業”の集

積度(都市型産業集積指数)であり、この２つの特徴で産業構造を 89.3％(累積寄与率)説

明することができる。“都市型産業”は、主に事業所向けのサービスである卸売業や専

門・科学技術、業務支援サービス業、情報通信業、金融・保険業など、企業等が集積し

ている都市部に多く立地する産業と定義した。「製造業集積指数」の高い都道府県は前

述の通りであり、低いのは沖縄県、東京都、高知県、北海道などである。非製造業のシ

ェアが高い地域は、沖縄県のような地方の観光地に加え、東京都のような大都市も含ん

でいる。「都市型産業集積指数」は、東京都、大阪府、福岡県、愛知県、神奈川県、広

島県などの三大都市圏や地方中枢都市を擁する県で高い(図表 21 右)。一方、高知県、宮

崎県、奈良県、鹿児島県、長崎県などは、個人向けサービスなどを提供する保健衛生・

社会事業、公務、教育といった域内で生活するために必要な産業や農林水産業、建設業

のシェアが高く、都市型産業の集積度が低い。製造業集積指数が高い地域は、生産活動

に影響を及ぼしている部品等の供給制約や海外経済などの動向、製造業集積指数が低い

地域は、観光・娯楽等のサービス産業などに強い影響を及ぼしている新型コロナの感染

状況や移動・人流などの動向に注視する必要があろう。また、都市型産業集積指数が高

い地域は、企業のＤＸ投資や業務のアウトソーシング、ＢtoＢ(企業間取引)などに影響

する企業の景況感や投資マインドの動向、都市型産業集積指数が低い地域は、域内の個

人消費などに影響を及ぼす消費者マインドやインフレ見通し、防災・減殺や国土強靭化

等の公共事業、住宅ローン減税等の住宅政策、社会福祉政策などの行政・各種施策等の

動向が地域経済に強く影響を及ぼすものと推測される。 

日本経済は、「まん延防止等重点措置」の全国的な解除による経済活動の正常化を背

景に、緩やかな回復に向かうと見込まれる。しかし、①新型コロナの感染再拡大への懸

念、②リモートワークの浸透等の新生活様式の定着化による旅客輸送・飲食・宿泊・オ

フィス等に対する需要の構造的な縮小、③ウクライナ情勢の混迷化や原油等の一次産品

価格の上昇などによる家計負担や企業コストの増加、④部品等の供給制約の長期化とい

ったサプライチェーン問題などのリスクが山積しており、先行き不透明化が根強い。国・

地方自治体は、県民割・ブロック割、新たな GoTo トラベル、イベントワクワク割等の観

光支援策などを実施、予定しているが、抜本的な地域経済の下支えに寄与するかは不確

かである。また、政府は、ウクライナ情勢や円安進行に伴う原油・穀物等の物価上昇に

対応した緊急経済対策の策定など、原油高対策、エネルギー・食料の安定供給、中小企

業の資金繰り支援、低所得者支援などに取り組んでいる。これらの対策は地域経済を下

支えしようが、本格的に地域経済が回復するには、国内外での移動の制限・自粛意識の

緩和、サプライチェーンの正常化、資源・部品等の調達網の多様化など、安心して経済

活動を営める正常な環境へ移行することが求められよう。 

                         
10 「製造業集積指数」は、県内総生産の各産業の構成比に第１主成分の固有ベクトル(製造業は大幅なプラスのウエイト、他の産

業は小幅なマイナスのウエイト)、「都市型産業集積指数」は、県内総生産の各産業の構成比に第２主成分の固有ベクトル(卸売

業、専門・科学技術・業務支援サービス業、情報通信業、金融・保険、不動産業などはプラスのウエイト、保健衛生・社会事

業、公務、農林水産業、建設業、教育などはマイナスのウエイト)を掛けて足し合わせた数値から都道府県の平均値を引いた指数 
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以 上 

（峯岸 直輝） 
＜参考文献＞ 

1.内閣府『景気ウォッチャー調査』 

2.内閣府(2021 年)『今週の指標 No.1267「最近の公共投資の動向について」』 

3.内閣府『地域経済動向』 

4.日本銀行『さくらレポート』 

 

 

本レポートは、標記時点における情報提供を目的としています。したがって投資等についてはご自身の判断に

よってください。また、本レポート掲載資料は、当研究所が信頼できると考える各種データに基づき作成して

いますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではありません。 

なお、記述されている予測または執筆者の見解は、予告なしに変更することがありますのでご注意ください。 
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【内外経済・金融動向バックナンバーのご案内】 

号 数 題   名 発行年月 
Ｎｏ.2019-2 「高齢者の暮らし向き・生活様式の実態を探る」 

 －高齢者の就業構造・収支状況・日常生活行動や入院・介護等のリスクを考察－ 

2019 年７月 

Ｎｏ.2019-3 「欧州経済の現状と先行き展望」 
 －地域固有の懸念材料も散見され、今後の動向には注意を要する－ 

2019 年８月 

Ｎｏ.2019-4 「米中貿易摩擦と中国の対応」 
 －試される習近平政権の危機管理－ 

2019 年 11 月 

Ｎｏ.2019-5 「中小企業の経営状況と生産性の規模別比較」 
 －税務・財務等の各種統計からみた日本企業の収益状況の推移－ 

2019 年 12 月 

Ｎｏ.2020-1 「地域別の住宅の現状と展望」 
 －25 年度上期までの地域別の住宅建築戸数を推計－ 

2020 年５月 

Ｎｏ.2020-2 「新型コロナ発生後の個人消費の動向と見通し」 
 －感染拡大への懸念がくすぶるなか、サービス関連を中心に低迷が続く－ 

2020 年７月 

Ｎｏ.2020-3 「海外経済の現状と当面の見通し」 
－コロナショックからの世界経済回復の道のりを考える－ 

2020 年８月 

Ｎｏ.2020-4 「コロナ禍の地域経済への影響」 
－外出自粛・休業要請の影響が大きい個人向けサービス産業を中心に考察－ 

2020 年８月 

Ｎｏ.2020-5 「日本経済の中期展望」 
－20～24 年度の年平均成長率は名目 1.0％、実質 0.4％と予測－ 

2020 年 11 月 

Ｎｏ.2020-6 「海外経済に揺さぶられる新興国」 
－付加価値ベースでみた輸出から分かる新興国経済への影響－ 

2020 年 12 月 

Ｎｏ.2020-7 「コロナ禍の雇用情勢と労働市場の課題」 
－過剰雇用は解消へ向かうも、雇用のミスマッチ解消が必要－ 

2020 年 12 月 

Ｎｏ.2020-8 「為替相場の現状と展望」 
－ここ数年のトレンドに反し、振れの大きい動きを示す可能性も－ 

2021 年３月 

Ｎｏ.2021-1 「コロナ回復期にある日本の設備投資の持続性」 
－リーマンショック時との比較や資産別、業種別にみて分かること－ 

2021 年５月 

Ｎｏ.2021-2 「日本の経済主体別にみた資金需給と金融資産・負債の動向」 
－コロナ禍における部門間の資金流出入（資金循環）・各部門の資金過不足の状況を考察－ 

2021 年５月 

Ｎｏ.2021-3 「国際商品市況の見通し」 
－今後の相場動向いかんでは、国内景気の押下げ要因に－ 

2021 年９月 

Ｎｏ.2021-4 「コロナ禍の人流の動向と地域間の人口移動の状況」 
－地方移住の本格化には“転職なき移住”の実現が重要－ 

2021 年９月 

Ｎｏ.2021-5 「コロナ禍での副業活用による収入増加の可能性」 
－テレワークと組み合わせれば、多くの業種がコロナ前の所得水準を上回る－ 

2021 年９月 

Ｎｏ.2021-6 「国内観光業はコロナ禍の苦境から抜け出せるか」 
－渡航制限下でも国内観光支出は９割回復可能。訪日外国人の支出は円安でかさ上げも－ 

2021 年 12 月 

Ｎｏ.2021-7 「日本経済の中期展望」 
－20～24 年度の年平均成長率は名目 2.0％、実質 1.8％と予測－ 

2022 年１月 

Ｎｏ.2021-8 「日本の所得・消費・資産と格差・貧困の状況」 
－所得・消費低迷の背景にある日本の経済・社会構造の大幅な変化を考察－ 

2022 年２月 

Ｎｏ.2021-9 「コロナ禍で進む消費のデジタル化」 
－拡大余地が大きいシニア世帯のネットショッピング－ 

2022 年３月 

Ｎｏ.2022-1 「コロナ禍における地域経済の動向」 
－地域の社会・産業構造に焦点を当ててコロナ禍の経済動向を考察－ 

2022 年４月 

＊ バックナンバーは、信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページからご覧いただけます。

（https://www.scbri.jp） 
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信金中央金庫 地域・中小企業研究所 活動状況 
（2022 年３月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 レポート分類 通巻 タ イ ト ル 

22.3.3 内外金利・為替見通し 2021-12 3 月会合でも、日銀は金融政策を特段変更しない見通し 

22.3.4 金融調査情報 2021-27 三島信用金庫の共同店舗化への取組み 

22.3.4 金融調査情報 2021-28 
信用金庫のベテラン層向けリカレント教育について 
－株式会社ライフシフトの取組み－ 

22.3.11 ニュース＆トピックス 2021-85 
2022 年 2 月末の信用金庫の預金・貸出金動向 (速報) 
－リーマン・ショックを超え長期化する中小企業の資金
確保の動き－ 

22.3.17 ニュース＆トピックス 2021-87 地域銀行における本部ＤＸ担当者の育成策について 

22.3.17 ニュース＆トピックス 2021-88 大手金融機関における「社内副業制度」の導入について 

22.3.17 ニュース＆トピックス 2021-89 最近の新卒・中途採用の動向について 

22.3.25 ニュース＆トピックス 2021-90 ＩＴスキル等のリスキリング策について 

22.3.29 ニュース＆トピックス 2021-92 2022 年 3 月時点における信用金庫の店舗内店舗数 

22.3.30 産業企業情報 2021-12 
環境激変に挑む中小企業の「危機対応」④（飲食･宿泊業
編）－新型コロナウイルス感染拡大に直面する飲食･宿泊
業の長寿企業の危機対応事例－ 

22.3.31 内外経済・金融動向 2021-9 
コロナ禍で進む消費のデジタル化 
－拡大余地が大きいシニア世帯のネットショッピングー 

 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ イ ト ル 主 催 講演者等 

22.3.23 
信用金庫における収益と資産の分散が経営健全
性に与える影響 

日本金融学会関東部会 品田雄志 

22.3.24 国内外の経済・金利見通し いちい信用金庫 奥津智彦 

 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


